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     In Japan, the existence of the information touch type community terminal guiding is decreasing in 
population now. Therefore, in this study, an information guidance type community terminal elucidates the 
cause that is hard to be used and suggests the usability characteristic suitable for a community terminal. In 
addition, taking advantage of East Japan great earthquake disaster, I pay may attention to importance of the 
disaster communication in the public terminal having been reviewed and perform the examination about an 
effective communication method. 
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１．	 研究の背景と目的 
現在日本において、情報案内を行うタッチ型公共端末
の存在が過疎化しつつある。そこで本研究では、情報案
内型公共端末が利用されにくい原因を解明し、公共端末
に適したユーザビリティ特性の提案を行う。また東日本
大震災を機に、公共端末における災害情報伝達の重要性
が見直されたことに着目し、有効的な情報伝達方法につ
いての検討を行う。	 
 
２．	 公共情報端末の現状 
（１）情報端末の分類 
公共情報端末は以下の３種類に分類される。	 
a) JR タッチ式券売機など手続き処理を行う「情報処理	 	 	 
	 	 	 	 型」	 
b) 商業施設のフロア案内や観光案内を行う「情報案内	 	 	 
型」	 
c) 動画広告等を流す「サイネージ広告型」	 
本研究では、利用の定着していない情報案内型を研究対
象とする。	 
	 
（２）地方自治体の公共情報システム 
地域住民の主な情報入手先はインターネットに移行し
てきており、行政が発信する紙媒体情報に直接触れる機
会が減少してきている。情報の即時性を強化し、若年層
の行政参画の促進・観光客への対応・災害時の情報伝達
を目的とし、地方自治体において公共情報端末の導入が
進んでいる。近年、広告収入料を公共施設等の維持管理
比や地域活性化施策に当てることができるようになった
こともあり今後、行政情報媒体がデジタル化し公的機関
への端末導入が拡大して行くと考えられる。	 
	 
３．	 公共情報端末の課題分析 
（１）利用者の心理的側面 
	 タッチ型公共情報のユーザビリティ上の問題点を解明
するため、20 代の男女 50 名にインタビュー調査を行った。	 
a) タッチ型情報端末の識別	 
被験者の 78%の人々が、目視でタッチ型情報端末とその
他情報端末の区別ができないと回答している。また、何
度も訪れたことのある場所に端末が設置されていたこと
を知らない人も多かった。この結果から、情報端末の存
在が過疎化している要因の一つに、タッチ可能な端末だ
と識別困難であることが上げられる。	 
	 
図 1	 情報端末の識別	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b) 周囲からの視線と操作回数	 
	 被験者の 87%の人々が現在のタッチ型公共端末に不便
を感じており、主に二つの要因が挙げられる。第一にタ
ッチ画面の反応が鈍く、思うように操作できず途中で利
用を断念せざるをえない経験をしたことである。第二に、
タッチ操作を手間と感じていることである。周囲の視線
を意識すると回答した理由に、「人通りの多い場所で何
頁にも渡って操作するのが恥ずかしい」という声が多い
ことから、出来るだけ少ない操作で情報閲覧を終え、素
早く立ち去りたい利用者の心理状態が伺える。	 
	 
図 2	 タッチ操作に関するインタビュー結果	 
	 
（２）情報設計上の問題点 
	 情報案内型公共端末に関し、情報設計上の課題を解明
するため、東京都六本木ミッドタウンに設置されている
施設案内端末の利用者観察を行った。結果、利用を断念
する要因が三点明らかとなった。	 
a) 一回目のメニュー選択時	 
b) 一回目操作以降の詳細なカテゴリメニューの選択時	 
c) 目的の情報にたどり着けなかった時	 
	 
	 利用者の大半は検索行為を一度しか行わず、目的の情
報に到達できた人はごく少数であった。この結果から、
三つの情報設計上の問題点が明らかとなった。第一に端
末利用者は正しいメニュー選択を行うことが困難である
ため、HOME 画面上にメニュー項目を配列することは望ま
しくない。第二に、二画面以上に渡って詳細なカテゴリ
選択を求めてはいけない。第三に、情報取得まで三回以
上のタッチ操作が必要な場合利用を中断される可能性が
高いことである。	 
	 
図 3	 利用者の操作中断ポイント	 
	 
４．	 プロトタイプ端末の設計 
検証実験用の端末を設計するため、人間のタッチ操作
領域と視野領域の計測を行い、使用するディスプレイサ
イズの検討を行った。 
（１）タッチ操作領域の計測	 
30mm×30mm のボタンを 50mm 間隔で印刷された A0 用紙
を壁に張り付け実験を行った。男性 160cm-180cm、女性
150cm-170cm 間において、5cm 刻みの身長に該当する人を
各１名ずつ選出した。腕を自然に伸ばして用紙に触れる
ことの出来る距離へ被験者を誘導し、快適なタッチ領
域・タッチ可能な領域・不快なタッチ領域の三種を特定
した。図 4 は計測結果を統合したものである。快適なタ
ッチ操作領域は肩位置の延長線上点を中心に広がりが見
られる。不快な領域は、操作を行う腕の下方部となる結
果が得られた。	 
	 	 	 
図４	 操作領域特定用画面（左）	 
タッチ操作領域計測結果（右）	 
	 
（２）視野領域の計測	 
	 1000mm×1000mm の半透明の樹脂シートの裏からプロジ
ェクターで映像を投影する。ヒラギノ角ゴシック(細)の
文字サイズ 30pt による文章を投影し、文章を表示する幅
や高さを変更し、快適・普通・不快な視野領域の計測を
行った。立ち位置は自然な操作位置と同様である。図 5
は測定結果を統合したものである。快適な領域は各身長
から 15-25cm ほど低く、目の位置よりも少し下方であっ
た。閲覧可能な領域は 40-45cm であり、身長から 60cm 前
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後低い位置が不快な視野領域であった。	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 
図 5	 視野領域計測結果	 
	 
（３）ディスプレイサイズの特定	 
(1)、(2)の計測結果より、不快な閲覧領域とタッチ操
作領域が重なる最も高い位置は 105cm であったことか
ら、画面を有効に利用できる鉛直方向領域は、地上高
105cm 以上と定める。情報閲覧が可能な視野領域幅は
40-45cm であり、被験者の肩幅とおおよそ一致する大き
さであった。以上を踏まえ、タッチ型情報端末の利用
には32インチのディスプレイサイズが適していると言
える。	 
	 
５．	 学内検証実験 
（１）	 検証用端末 
調査結果から、32 インチのタッチパネルディスプレイ
を採用した。筐体内部に搭載された PC に接続して端末を
稼働させる。ディスプレイ位置は、下部地上高 1000m、上
部 1700mm である。	 
	 
	 
図６	 プロトタイプ端末	 
	 
（２）検証実験の概要 
a) 実験概要	 
	 法政大学田町校舎二階階段のフロアにプロトタイプ端
末を設置し、利用者の操作回数と利用状況について分析
を行った。情報閲覧に必要なタッチ操作回数の異なる画
面を二種類用い、一週間単位で表示を切り替えて比較検
証を行った。分析方法は Google	 Analytics による利用者
のログ記録、ビデオカメラによる定点観測である。	 
	 
	 
図７	 学内検証風景	 
	 
b) 検証用コンテンツ	 
性質の異なる三種類のコンテンツを制作した。本検証
はコンテンツの有効性を計るものではなく、利用時の操
作回数に着目しユーザビリティの検討を行う。制作を行
ったのは以下三種である。	 
a) 学内情報の案内（情報掲載）	 
b) 学校周辺の飲食店紹介（情報案内）	 
c) 占い・プリクラ（エンターテイメント）	 
	 
c) HOME 画面	 
	 検証に用いた二種類の画面は以下の図である。	 
	 
図８	 学内検証用画面	 
	 
	 Atype が三回のタッチ操作で利用できるもの。Btype が
二回のタッチ操作で利用できるものである。	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（３）操作回数と離脱率の関係性 
	 図 9 は画面 A タイプの操作回数と離脱率の関係を示
したものである。二タッチ目から三タッチ目にかけて、
約 10%の離脱率の上昇が見られる。３タッチ目以降では
離脱率が 50%を超えてくる結果となった。利用者の半数
以上は三回の操作以内に利用を終えていることから、
利用者の大半は一つのコンテンツのみを閲覧している
と言える。	 
	 
図９	 画面 A タイプにおける離脱率	 
	 
	 図 10 は、画面 B タイプの操作回数と離脱率の関係性を
示したものである。B タイプは A タイプと比較し、メニュ
ー選択回数と操作回数が一つ少ない。図 9 と比べ、二−三
タッチ目にかけて離脱率が大きく減少していることが分
かる。操作回数を減らしたことで、情報の閲覧率が改善
されていることが分かる。しかし B タイプにおいても、
三タッチ目以降では離脱率が 50%を超えてくる結果とな
った。	 
	 
図 10	 画面 B タイプにおける離脱率	 
	 
（４）学内検証のまとめ 
学内検証の結果から、タッチ型情報端末では三回の操
作以内に情報取得を行えることが重要だと言える。	 
	 また利用者10組へのインタビュー調査より、70%の人々
が HOME 画面に配列されたメニューに対し「どれを触れて
よいか判断を迷ってしまう」と回答した。従って、１タ
ッチ目で数多くのカテゴリ選択肢を利用者に提示するこ
とは避けるべきである。	 
 
６．	 川越（景観保存地区）検証実験	 
（１）検証実験地の選定 
学内検証で得た実験結果が、一般的な公共施設におい
て同様に成立するか検討を行う。「小江戸川越観光協会」
「株式会社まちづくり川越」のご協力の下、埼玉県川越市
の観光案内施設「小江戸蔵里」にて検証を行う。選定理
由としては、都心から電車で一時間半の位置にあり、若
年層から年配の方まで年代層に偏りが無いためである。	 
	 
	 	 
図 11	 川越検証風景	 
（２）検証用コンテンツ 
検証には、川越市内の主要観光スポット計 17 箇所の紹
介を行う観光案内コンテンツを用いた。選定は小江戸観
光協会の方の意向を基に行った。 
 
（３）画面設計 
図 12 は本検証における画面設計である。HOME 画面に
紹介する観光施設を一覧で表示し、常時アニメーション
で横に流れる設計とした。学内検証時と比較し、HOME
画面のメニューを排した形式となっている。 
 
図 12	 画面設計図	 
 
（４）操作回数と閲覧内容の分析 
Google	 Analytics を用いて端末利用者 114 名の利用履
歴を取得し分析を行った。結果、利用者は平均して 3.02
回タッチ操作を行っていることが判明した。利用者の内
一回の操作のみで利用を終える人は 28.9%、三回以上タッ
チ操作を行う人は 32.5%である。	 
図 13 は、タッチ操作回数と離脱率の関係性を示したも
のである。二タッチ目から三タッチ目にかけて離脱率が
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大きく上昇し、三タッチ以上では離脱率が 50%を超える結
果となった。これは学内と同様の結果である。しかし、
二タッチ目時点での平均コンテンツ閲覧数は1.78である
ことから、約 62%の利用者は少なくとも二つ以上のコンテ
ンツを閲覧していることとなり、学内実験よりも閲覧数
が上昇した。	 
	 
図 13	 川越検証における離脱率	 
	 
（５）利用者へのアンケート評価 
端末の利用者 20 名に対し、端末の操作性に関して５段
階評価を行うアンケート調査を実施した。図 14 は結果を
世代ごとにまとめたものである。年齢に偏らず、未使用
時画面のアニメーションによりタッチ操作を誘発できて
いることが分かる。	 	 
また全体の操作性と表示仮面についても、年齢層の隔
たりなく高い評価を記録した。「観光施設が一覧で表示
されて動いているので、見るのが楽」「自分で操作する
手間を感じず、気軽に触れることが出来た」という意見
が多数得られた。従って、既存の公共情報端末に関し、
メニュー選択の操作を面倒と考えていることが分かる。	 
	 	 
図 14	 操作性に関するアンケート結果	 
	 
（６）検証結果のまとめ 
未使用時の表示画面を動的に映しメニューを排すこと
で、学内検証と比べて利用者が手軽に端末に触れる結果
となった。よって、一タッチ目には多くのカテゴリ選択
肢を提供せず、情報を一覧で表示して気になったものに
触れてもらう設計が効果的である。 
また学内と同様に、一般的な公共施設においても利用
者は三回の操作以内に利用を終えることが判明した。従
って、情報案内型公共端末は三回の操作以内に情報取得
できる設計にすることが重要である。 
 
７．	 公共端末における災害情報の伝達方法	 
（１）検証目的 
東日本大震災を機に、有事における公共情報端末の在
り方が見直され、災害情報を伝達する公的役割の重要性
が認識された。防災行政無線での避難警告の有効性が疑
問視される中、地域に合わせ文字情報で情報伝達を行う
需要が高まっている。しかし現在、効果的な伝達方法が
纏められておらず、ユーザビリティの検討がなされてい
ない。そこで本検証では、有事における有効的な情報伝
達方法について検討を行う。	 
	 
（２）情報伝達内容の現状 
現在、東京都における公共端末での災害情報伝達の画
面は図 15 である。都内で唯一端末を導入している足立区
の資料である。J-ARERT により配信される文字情報を直接
表示しているのみである。避難施設情報については、区
役所の災害対策課の人々が手動で情報入力を行う体制と
なっている。	 
	 
	 図 15	 現在の公共端末における災害情報伝達画面 1	 
	 
	 
	 
図 16	 現在の公共端末における災害情報伝達画面 2	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（３）画面設計 
図 17 は、東京都災害情報伝達マニュアルに基づき、有
事における生活者の行動と情報伝達内容の関連図である。  
本研究では、災害発生から災害情報の伝達までを屋内
で行う A パターンを想定し検証する。災害発生の周知は、
NHK チャイム音を用い、予想震度４以上の地域に対し発
令する。安全確保の指示は、「緊急地震速報利用者協議
会」の指定するピクトグラムを利用する。災害情報は、
地震の発生時刻・震源地・被災規模の伝達を行う。 
 
 
図 17	 災害時の避難行動パターンと伝達情報	 	 
 
（４）表示色と画面点滅の検証 
災害情報伝達において、緊迫感を与える画面表示色と
画面の点滅間隔の検証を行った。被験者 12 名（男女各６
名）に対し、検証用画面を映し５段階評価を実施した。
結果、見やすさと緊迫感の両方を踏まえ「文字色：白、
背景色：赤」が最も評価が高かった。 
一方、画面の点滅間隔について最も緊迫感を感じるの
は、一分間に 60 回の点滅であった。点滅回数が多い程よ
り緊迫感を感じる訳ではなく、人間の緊張状態における
一分間の心拍数 60-80 回と一致した。 
	 
図 18	 画面表示色の検証画面	 
	 
図 19	 画面表示色の検証結果	 
	 
（５）災害情報伝達シミュレーション 
a) 第一回検証実験	 
法政大学田町校舎 SD スタジオにプロトタイプ端末を
設置し、情報伝達の検証を行った。被験者 14 名を教室に
待機させ、詳細な実験説明は行わずに突然警報を鳴らし
画面を表示させる。映像記録とインタビュー調査を基に
分析を行った。 
実験の結果、大半の被験者は警報音を聞くと同時に端
末画面に視線を移し、緊迫感を感じたと回答した。従っ
て、NHK チャイム音による情報伝達は有効であると言え
る。しかし、安全行動の指示については平均点 3.35 であ
り低い点数を回答する被験者が数名見られた。「自分の
居場所が安全かどうか分かりにくい」ことが原因である
と考えられる。 
 
 
図 20	 災害情報伝達シミュレーション風景	 
	 
図 21	 第一回シミュレーション検証画面	 
	 
Hosei University Repository
b) 第二回検証実験	 
第一回の実験結果を基に、緊急地震速報画面と安全確
保指示画面の間に、現在地の震度情報を加え、交互に画
面切り替えを行う設計にし、再度検証を行った。 
結果、安全確保の指示に関し、大きな改善が見られた。
緊急地震速報画面と交互に画面切り替えを行った結果、
緊迫感が増し状況判断を促すことが判明した。 
 
 
図 22	 第二回シミュレーション検証画面 
 
８．	 災害情報伝達方法のまとめ	 
災害情報を生活者の避難行動と照らし合わせ、有効的
な伝達方法の検討してきた。緊急地震速報に NHK チャイ
ム音を用いることが端末画面への視線誘導に効果的であ
ることが判明し、現在地の震度と行動指示を交互に切り
替えて表示することで、人々の状況理解を促すことに繋
がると考えられる。本検証では、屋内待機の状況を想定
し大学内にて音と情報の組み合わせに関する基礎的な実
験を行った。地震災害では身の安全確保の次に、適切な
場所へと避難することが重要である。従って避難行動の
一連の流れの中で、屋外における災害情報と避難誘導の
効果的な伝達について検討を行う必要がある。	 
	 
９．	 結論と今後の課題	 
本研究は、タッチ操作で情報閲覧を行う公共端末の存
在が希薄化している要因を操作性の視点から分析し、適
切なユーザビリティの解明を行った。検証結果から以下
の点が明らかとなった。	 
a) 三回のタッチ操作以内に情報取得を行えるようにす
るべきである。	 
b) 二画面以上に渡って詳細なメニュー選択を行う情報
設計は避けるべきである。	 
c) 未使用時の端末画面には、情報内容を動的に表示す
る。また一回のタッチ操作で中身を閲覧できる設計
であると、気軽に利用され易いと言える。	 
以上、タッチ操作回数と利用を中断する要因を照らし
合わせ検討を行ってきた。今後の検討としては、三回の
操作内における詳細な行動内容について分類を行う必要
がある。また災害情報の伝達方法の検討を行ったが、日
常的に利用されるタッチ型公共端末に対し、災害情報の
伝達をどのように共存させて有事の際の切り替えを行う
のか検討する必要がある。本研究を通じ、公共情報端末
の操作性の向上に少しでも貢献できれば幸いである。	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